
基発第 0130005号

平 成 19年 1月 30日

都 道 府 県 労 働 局 長 殿

厚生労働省労働基準局長

(公 印 省 略 )

労災保険における リハ ビリテーション医療の一部改正について

労災保険におけるリ- ビリテ-ション医療の取扱いについては､昭和 51年

2月12日付け基発第 171号 (最終改正平成 9年 3･月 26日付け基発第 20

3号､以下 ｢171号通達｣ とい う｡)により取扱 ってきた ところであるが､

今般､健康保険診療報酬点数表の改正及び労災診療費算定基準の改定に伴い､

171号通達を下記のとお り改め､平成 18年 4月 1日以降に係 るものか ら適

用することとしたので､事務処理に遺漏なきを期す るとともに､ リハ ビリテー

ション医療指定施設等-の周知徹底に努められたい｡

記

1 171号通達 ｢労災保険におけるリハビリテーシ ョン医療について｣の改

正

(1) 記の第 1の 1中 ｢理学療法､作業療法｣を ｢心大血管疾患 リハビリテ

ーション料､脳血管疾患等 リハ ビリテーシ ョン料､運動器 リハビリテー

ション料及び呼吸器 リハ ビリテーション料 に掲げるリハ ビリテーシ ョン

(以下､｢疾患別 リハ ビリテーション｣ とい う｡)｣に改める｡

(2) 記の第 5の様式第 2号 -1｢リハビリテーシ ョン医療指定施設の状況｣

及び様式第 2号- 3 ｢リハ ビリテーション医療 に関す′る器械設備等の状

況｣を､別添①及び別添②のとお り改める｡

2 171号通達別添 1 ｢リハ ビリテーション医療指定施設の指定要綱｣の改

正

(1) 第 2の①中 ｢リハ ビリテーション医療担 当医師の医師免許証写及び履

歴書写並びに理学療法士､作業療法士の免許証｣を ｢地方社会保険事務

局長に届け出た疾患別 リ- ビリテ-ションの施設基準に係る届出書写及

び地方社会保険事務局長が当該施設基準を受理 した通知｣に改める｡



(2) 第 3の①中 ｢理学療法又は作業療法｣を ｢疾患別 リハ ビリテーション｣

に改める｡

(3) 第 5の 1の①中 ｢新看護､基準看護､療養型病床群入院医療管理｣を

｢入院基本料 (特別入院基本料を除くO)｣に改めるD

(4) 第 5の 1の⑥ として次のとお り加 える｡

⑥ 疾患別 リハ ビリテーシ ョンを行 う上で､別紙に掲げる器械 ･器具

を具備 していること｡

(5) 第 5の 2を次の とお り改める｡

心大血管疾患 リハ ビリテーション料

心大血管疾患 リハ ビリテーシ ョン料 (Ⅰ)又は心大血管疾患 リハビ

リテーション料 (Ⅱ)の施設基準に適合 しているもの として､地方社

会保険事務局長 に届出を受理 された医療機関であること｡

(6) 第 5の 3を次の とお り改める｡

脳血管疾患等 リハ ビリテーション料

脳血管疾患等 リハ ビリテーシ ョン料 (I) (総合 リハ ビリテーショ

ン施設 を含む｡)又は脳血管疾患等 リハ ビリテーシ ョン料 (Ⅱ)の施

設基準に適合 しているものとして､地方社会保険事務局長に届出を受

理 された医療機 関であること｡

(7) 第 5の 4を次の とお り改める｡

運動器 リ- ビリテ-シ ョン料

運動器 リハ ビリテーション料 (Ⅰ)又は運動器 リハ ビリテーション

料 (Ⅱ)の施設基準に適合 しているものとして､地方社会保険事務局

長に届出を受理 された医療機関であること｡

(8) 第 5の 5を次の とお り改める｡

呼吸器 リハ ビリテーシ ョン料

呼吸器 リノ＼どリテ-ション料 (Ⅰ)又は呼吸器 リハ ビリテーション

料 (Ⅱ)の施設基準に適合 しているものとして､地方社会保険事務局

長に届出を受理 された医療機関であること｡

(9) 別檎 l ｢理学療法における器械 ｡器具｣ を別添③の とお り改める｡ ま

た､別紙 2 ｢作業療睦における作業名及び器具等｣及び別紙 3 ｢心理的

作業療法にお ける作業名及び器具等｣を削除する｡



3 171号通達別添 2 ｢労災保険 リハビリテ-ション医療費算定基準｣の改

正

171号通達別添 2 ｢労災保険 リハビリテーション医療費算定基準｣を別

添④のとお り改める｡











(参考 :改正後)

労災保険におけるリ-ビリテ-ション医療について

標記については､昭和43年10月29日付基発第686号及び昭和49年 5月24日付基発第273

号通達により､実施 してきたところであるが､今般､労災病院等におけるリハビリテー

ション医療 (以下 ｢リハ医療｣という｡)の実情を勘案 してその取扱いを下記のように改

め､昭和51年 2月 1日から実施することとしたので､了知のうえその取扱いに遺漏なき

を期せられたい｡

なお､前記基発第686号及び基発第273号通達は廃止する｡

記

第 1 リ-医療の範囲について

1 労災保険におけるリハ医療とは､業務上の事由又は通勤による傷病労働者に対

して当該傷病に係る本来の治療に加え､心大血管疾患リハビリテーション料､脳

血管疾患等 リハ ビリテーション料､運動器 リハビリテーション料及び呼吸器 リハ

ビリテーション料に掲げるリハビリテーション (以下､｢疾患別 リハビリテーショ

ン｣という｡)等を個々の症例に応 じて総合的に実施して､労働能力の回復をはか

り職場復帰-の医学的指針を与えるまでの一連の行為をいい､療養 (補償)給付

の一環として行 うものである｡

2 リ-医療の効果をあげるために補装具 (｢常用義肢及び装飾義肢を除く｡｣以下
同じ｡)の装着が必要なものについては､リハ医療担当医師が処方､検定し､装着

訓練を指導する場合に限りその制作､装着及び装着のための断端部､骨折部､拘

縮部位等の手術に要する費用を療養 (補償)給付の対象とする｡

第2 対象者について

リハ医療の対象は､業務上の事由又は通勤による傷病により療養中の者であって､

リハ医療を行 うことによって､労働能力の回復及び障害の軽減が見込まれる者とす

る｡

第 3 実施機関及び効果確吉馴こついて

1 リハ医療は厚生労働省労働基準局長が別添 1 ｢リハビリテーション医療指定施

設の指定要綱｣ に基づき指定した医療機関において実施するものとする｡

2 リ-医療指定施設の所在地を管轄する都道府県労働局長は､リハ医療の対象者

について必要な都度､効果､確認を行 うものとする｡

なお､効果確認の結果､リハ医療を受療 させることが不適当と認めた場合には､

その旨を当該医療施設の長に通知するものとする｡

第4 リ-医療費について

リ-医療費は､別添 2 ｢労災保険リハ ビリテーション医療費算定基準｣に掲げ

る点数に労災診療単価を乗じて算出するものとする｡

なお､その請求手続きは労災診療費一般の請求と同様に昭和47年4月21日付け



基発第249号通達及び昭和55年12月11日付け基発第685号通達に基づき行 うものと

する｡

第5 様式について

リハ医療の取扱いに関する様式は次のとおりとする｡

様式第 1号

様式第 2号 -1

様式第 2号 -2

様式第2号 -3

様式第 3号

様式第4号

様式第 5号

様式第6号

リハビリテーション医療施設の指定申請書

リハビリテーション医療指定施設の状況

リハビリテーション医療担当者の状況

リハビリテーション医療に関する器械設備等の状況

リハビリテーション医療実施施設指定書

日常生活動作検査表

復職に関する身体能力検査表 (復職検査)

一般就労に関する身体能力検査表 (一般就労検査)

第6 経過措置

昭和51年 2月12日付け基発第171号通達に基づき既に厚生労働省労働基準局長が

｢リハビリテーション医療指定施設｣として指定済の施設については当該施設に

係る指定の日から本通達に基づき指定があったものとして取り扱 うものとする｡



別添 1

リハビリテーション医療指定施設の指定要綱

第 1 指定対象医療機関

労災保険におけるリハビリテーション医療指定施設 (以下 ｢労災リハ医療施設｣

とい う｡)として厚生労働省労働基準局長 (以下 ｢本省局長｣という｡)の指定の対

象となる医療施設は労働者災害補償保険法施行規則第 11条第 1項の病院 (以下 ｢指

定病院｣という｡)とする｡

第2 指定の申請

① 指定病院の開設者が､労災リハ医療施設として､本省局長の指定を受けようと

するときは､当該指定病院等の所在地を管轄する都道府県労働局長 (以下 ｢所轄

地方局長｣という｡)を経由して本省局長に対して､｢労災リハ医療指定施設に係

る指定申請書｣(様式第 1号､様式第 2号 -1､様式第2号 -2及び様式第2号 -

3の記載事項に係る書類を含む｡以下 ｢申請書｣という｡)を正副2通提出するも

のとする｡

なお､当該申請書には､当該指定病院等の施設全体についての平面図､配置図

等の図面､些重社会保険草琴局長らこ届け出た疾患則り,＼どリテ-シヨンの施設基

準に係 る届坦書写及び地方社章嘩険事務局長が当該施設基準を受理 した埋知写等

を添付するものとする｡

② 当該申請書を受理した場合は､後記第 5 ｢労災リハ医療指定施設指定基準｣の

要件を満たしているか否か速やかに実地調査を行い､その結果について意見を付

して本省局長に送付することO

第3 指定の決定等

① 本省局長は､所轄地方局長より当該申請書の送付を受けた場合は､第 5 ｢労災

リハ医療指定施設指定基準｣に基づいて指定の可否の決定を行 うものであることO

なお､疾患別 リハビリテーションの施設基準に係る指定は､当該指定病院等を

単位として行 うものとすること｡

② 指定の決定をした場合は､リハビリテーション医療実施指定香 (様式第3号)

により所轄地方局長を経由して申請者に対し通知すること｡

③ 前号の指定は､指定日から起算して3年を経過したときは､指定の効力を失 う

ものとする｡ただし､指定の効力を失 う目前6月から同日前 3月までの間に指定

病院等から別段の申し出がないときはその指定はその都度更新されるものとする｡

④ 不指定の決定を行った場合は､所轄地方局長を経由して速やかにその旨を申請

者に対して通知すること｡

第4 指定後の措置

① 指定後において､指定の内容 と異なった事情が生じた場合には､指定病院等の

開設者をして遅滞なく変更の届書 (以下 ｢変更届書｣という｡)を所轄地方局長に

∃是出させること｡

② 当該変更届書を受理した場合は､速やかに実地調査を行い､その結果について

意見を付 して本省局長に送付すること｡



③ 本省局長が指定の決定を行った指定病院等について､所轄地方局長は､適時調

査を行い､指定の内容と異なる事情があると認めたときは､その結果について意

見を付して本省局長に送付すること｡

④ 本省局長は､前2号の送付を受け､第5 ｢労災リハ医療指定施設指定基準｣に

合致しなくなったと認めるときは､有効指定期間内においても指定を取り消すこ

とができるものとすること｡

第5 労災リ/＼医療指定施設指定基準

本省局長が､労災保険リハビリテーション医療指定施設として指定する基準は､

次の各号に掲げる要件を満たしているものとする｡

ただし､じん肺患者のリハビリテーション医療については､本項に掲げる要件と

異なった条件によることができる｡

1 一般的事項

① 原則として冬陸墨本科 (特別入院基本料を除く,)又は特殊疾患療養病棟入院
料を算定する入院医療を行っている指定病院等であって､総合的な療法を個々

の症例に応じて実施することができ､かつ､ 1日8時間のリハビリテ-ション

医療が実施できる施設規模であること｡

② リノ＼どリテ-ション医療を担当する診療科を有し､専門的な知識､技術を有

する医師が､当該医療の専任として､すくなくとも1名以上常勤していること｡

③ 患者の心理的諸問題の判定､指定を行いうる知識､技能を有する専任の臨床

心理技術者 (心理学科卒業者が望ましい)が1名以上常勤していることO

④ 患者のリハビリテーション医療に係る社会的､経済的問題に関する相談､援

助及び復職若しくは転職のあっ旋等に関する知識を有する医療社会復帰相談員

(社会福祉学科卒業者が望ましい)が1名以上常勤していること｡

⑤ 義肢装具の技術に関する知識､技能を有する者が1名以上いること｡

塵 嘆息別リハビリテ二㌢ヨとを行 う上で､別掛 こ掲げる器嘩 ･器具を具備して
土､冬こと.

2 心大血管疾患リ!エビソテーシj工科

心十JllL昔･疾Ji!:.I-Ilご1トー~- :_i.科 目 ･. 已.~-一心 卜十両･芦や.:I_Jlト Ll‡;･-

ヨン料 (Ⅱ)の施設基準に適合しているものとして､地方社会保険事務局長に

届出を受理された医療機関であきことO

3 月革血管疾患等リ!＼どリテ二㌢戸上料

卿 を令

むO

も吋 坤方律令曝嘆事務局長に早耳を受琴された医療機関で乾季こと9∴

4 運動畢 リ二十ビ旦子二㌢ヨ㌢牲

運動器 リハビリテーション料 (Ⅰ)又は運動器 リ-ビリテ-ション料 (Ⅱ)



の施設基準に適合しているものとして､地方社会保険事務局長に届出を受理さ

れた医療機関であること｡

5 呼吸器 リハビリテーション料

呼吸器 リハビリテーション料 (Ⅰ)又は呼吸器 リハビリテーション料 (Ⅱ)

旦竪琴基準量堕生してセ1旦且のとして､r地方社会保険事務局長拝眉坦旦受理さ

れた医療機関であること｡





基発第 0130006号

平成 19年 1月 30日

社団法人 日本医師会長 殿

1
厚生労働省労働基準局長1

労災保険におけるリハビリテーション医療の一部改正について

標記について､別添により都道府県労働局長あて通知いた しましたので､都

道府県医師会及び貴会会員各位に対する周知方､特段の御配意をお願いいた し

ます｡



基発第 0130007号

平成 19年 1月 30日

厚生労働省労働基準

財団法人労災保険情報センター理事長 殿

労災保険における リハ ビリテーション医療の一部改正について

標記について､別添により都道府県労働局長あて通知 しま したので､貴地方

事務所に対す る周知徹底及び点検等に遺漏のないようお願い します｡


